
 
 

 

「2030年における電力エネルギー・ベストミックス」報告の概要 

 

平成 25(2013)年 7 月 9日 

公益社団法人 日 本 技 術 士 会 

電気電子部会 電力エネルギー構想会議 

 

 公益社団法人日本技術士会 電気電子部会は、「電力エネルギー構想会議」を設置し、2030年に

おける電力エネルギーのベストミックスについて、電気電子部門の技術を中心に検討しました。 

 これまでのエネルギー基本政策は、安定供給の確保（Energy security）、環境への適合(Environment)、

経済効率性(Economic efficiency)の 3Eを実現するというものでありましたが、原子力の稼働を含め

各機関において見直しがすすめられています。電力エネルギー構想会議は、福島第一原子力発電所

の事故を踏まえて、安全最優先(Safety)を改めて認識し、いわゆるS+3Eの同時達成を目指し、安

全性、発電コスト、CO2排出量、電気料金、環境負荷の指標を中立的立場で整理しました。 

 

電力エネルギーは、使われる電気と同じ量を発電して、時々刻々変化する電力量の変動に対応し

て発電量を調整し電気を送っています。また、電力エネルギーは“電力(kW)”と“電力量(kWh)”

を明確に使い分ける必要があり、電力エネルギーの評価において重要な指標になります。 

とりわけ注目されている再生可能エネルギー（太陽光、風力、地熱、水力、海流、バイオなど）

は、2013年 1月末までに、約2,140万 kW（2013.4.16 資源エネルギー庁公表：電力会社の設備を

除いた設備量）の発電設備が設置されていますが、設備の利用率（設備の最大出力に対する平均発

電率）は、自然条件に左右されるので太陽光では12%、風力では20%程度になるため、実際の発電

量(電力量(kWh)に相当)は火力発電などに比べて非常に小さいものとなります。なお、再生可能エ

ネルギーのうち約45%を水力発電設備が占めています。（電力会社の再生可能エネルギーを含めると、

再生可能エネルギーのうち約80%は水力発電設備が占める） 

また、太陽光、風力などは、自然条件による発電出力の変動が大きいため、電力系統に大量に接

続すると電圧上昇や逆潮流、周波数変動などが発生するので、効率的に対応できる新たな研究開発

が期待されます。 

 

電力エネルギーの発電コスト、CO2排出量、電気料金、安全性、環境負荷を検討した結果、資源

小国である日本の電力エネルギーは、S+3Eの同時達成を目指し、多様性のあるエネルギー需給構造

を構築し、大規模集中型と小規模分散型電源の組み合わせ、温室効果ガス排出量の削減、省エネ技

術活用による電力消費量の節減、発電用燃料の安定調達など総合的な評価が重要であります。 

そこで、電力エネルギー構想会議は、“S+3E の同時達成を目指し、再生可能エネルギーの活用を

一層拡大するための火力の調整機能を活用したベストミックス”を提案します。 

具体的には、再生可能エネルギーの導入には限界があること、原子力は社会的に容認される範囲

内であること、環境負荷を可能な限り小さくすること特に CO2排出量を低減できることなどから、

原子力発電約35％、再生可能エネルギーによる発電約15％、火力発電約50％を目標に設定し、社

会環境に応じて運転割合を柔軟に運用することを提案します。 

詳細は、別紙「2030年における電力エネルギー・ベストミックス(報告)」を参照願います。
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2030 年における電力エネルギー・ベストミックス(報告) 

 

平成 25(2013)年 7 月 9日 

公益社団法人 日 本 技 術 士 会 

電気電子部会 電力エネルギー構想会議 

はじめに 

2010年6月 閣議決定された『エネルギー基本計画』は、経済成長・エネルギー安全保障・地球温暖

化対策を同時に達成する2030年に向けたエネルギー新戦略として策定された。この“エネルギー基本計

画は、「温室効果ガス25％削減」を目標に、CO２を排出しない原子力を増強し、2030年までに14基新増

設し全発電電力量の53％を賄う”というものだったが、東日本大震災後、見直しが進行中である。 

電気電子部会「電力エネルギー構想会議」は、電力エネルギーの各種電源をどのような割合で組み合

わせることが有効かつ現実的であるかを検証し、分かりやすく社会に情報発信することを目的に、再生

可能エネルギーの特徴・発電コスト、CO２排出量、電気料金など公表されたデータを再検証し、2030 年

時点の電力エネルギー・ベストミックスを策定するための拠り所になる指標を中立的立場で整理した。 

なお、これまでのエネルギー政策の基本は、エネルギーの安定供給の確保（Energy security）、環境

への適合(Environment)、およびこれらを十分考慮した上での市場機能を活用した経済効率性（Economic 

efficiency）の 3E を実現することであったが、震災後の福島第一原子力発電所事故を踏まえて安全最

優先（Safety）を改めて認識し、いわゆるS＋3Eの同時達成を目指し、最適な電力エネルギーミックス

を追求することを目標に検討した。 

 

１．電力エネルギー・ミックスの概要 

  ここでは、電力エネルギーを理解するうえで必要な知識を概説する。 

電気は、貯めておくことができないので、使われる電気の量（需要）と同じ電気量を発電して送る（供

給）必要がある。したがって、各電力会社（一般電気事業者）は、時々刻々変化する電力需要の変動に

対応して、きめ細かに発電量を調整し良質な電気（一定電圧、一定周波数、安定した供給）を送ること

に務めている。 

 

1.1 １日の電力使用例と発電電力 

1 日の電力需要は、季節や地域により違いがある

ものの、夜間帯は少なく昼間帯は多くなり、我々の

日常活動に合致した傾向を示す。早朝は1日の最低

需要となり、工場等の稼働が本格的になる午前中後

半および午後が最大需要になる傾向にある。 

（図－１参照） 

電力会社は、これらの需要変動に速やかに対応で

き、かつ電気料金を安く供給できる発電方法を選択

し、効率的に発電し電気を供給している。具体的に

は、燃料費やランニングコストが安く大電力を発電

できる原子力発電を２４時間一定の出力で発電し、

水資源の有効利用とランニングコストが安い水力発
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電（流込式）により一定の出力で発電している。一定した発電以上の電力需要には、燃料費とランニン

グコストは高くなるが需要変動に対応して発電電力の調整が速やかに行える火力発電でその変動分を

吸収している。小規模ではあるが風力発電や、太陽光発電、さらに夜間の電力を利用してダムの水をポ

ンプにより汲み上げ、昼の高需要時に発電する揚水発電などを組み合わせて発電している。 

 

1.2 電力(kW)と電力量(kWh) 

 電力エネルギーの検討において、最も重要でありながら理解されていない用語に電力と電力量がある。 

 電力(electric power)は、単位時間に電流がする仕事量で、単位は[W]（ワット）で表される。すなわ

ち電力（有効電力）Pは１秒間に電流がする仕事量で、電圧をV[V]、電流をI[A]、位相差をθとすると、

直流の場合はP=VI[W]、単相交流の場合はP=VIcosθ[W]、３相交流の場合はP=√3VIcosθ[W]となる。 

電力量(electric(al) energy)は、ある経過時間に電流がする仕事量であり、電力と時間の積を積算し

た総量である。単位は国際単位系(SI 単位系)ではワット秒[Ws]またはジュール[J]で、実用的にはワッ

ト・アワー[Wh]やキロワット・アワー[kWh]が用いられている。すなわち電力量（有効電力量）Wは、電

力をP[W]、時間をｔ[h]とすると、W= Pｔ[Wh]となる。 

今後の検討において、発電電力量などを理解するのに重要な事項である。 

 

２．再生可能エネルギーの特徴 

「エネルギー基本計画」の見直しは、電力エネルギーを原子力とその他エネルギーの発電比率を最も

効率的に組み合わせてベスト・ミックスを図るものである。その他エネルギーは、LNG や原油・石炭な

どの化石燃料を使用する火力発電、水力を利用する水力発電など既存で実績のある発電方式と、太陽エ

ネルギーを利用する太陽光発電または太陽熱発電、風力を利用する風力発電、海流・潮流・波力を利用

する海洋発電など、環境にやさしく小規模に導入されつつある自然エネルギーによる発電方式（再生可

能エネルギー）に大別される。 

なお、再生可能エネルギーは、2013年１月末現在において2,140万 kW（太陽光（住宅）542万 kW、太

陽光（非住宅）120万 kW、風力254万 kW、中小水力960万 kW、バイオ213万 kW、地熱50万kW：2013.4.16

資源エネルギー庁公表）の設備が設置されている。一方、全国 10 電力会社の総設備量は２億 8,573 万

kW(水力4,841万 9,000kW、火力1億8,530万9,000kW、原子力4,896万kW、新エネ304万 1,000kW：電

気事業連合会 2011年度末設備統計)となっている。すなわち日本全国の発電設備量（自家発電などのデ

ータ収集が難しい設備を除く）の合計は 3 億 713 万 kW（再エネ2,140万 kW＋10電力総設備量２億8,573万 kW）であ

り、そのうちいわゆる再生可能エネルギーは7,286万kW（再エネ2,140万kW＋10電力水力4,842万kW＋10電力新エネ

304万 kW）で全発電設備量(3 億 713 万 kW)に対して 23.7%を占めている。ただし、再生可能エネルギーのうち

水力 5,802 万 kW(再エネ：中小水力960万 kW＋10電力水力4,842万 kW)が約 80%を占めており、大量導入が期待され

ている太陽光、風力などは約1,220万kW(再エネ：太陽光住宅542万kW＋太陽光(非住宅)120万kW＋風力254万kW＋10電力

新エネ 304 万 kW)で再生可能エネルギー(7,286 万 kW)に対して約 17%、全発電設備量(3 億 713 万 kW)に対しては約

4%となり、極く僅かな設備量である。 

ここでは、再生可能エネルギーは広く理解されているので、その発電方式について主に既存の発電方

式と比較して特徴のみを簡単に説明する。 

 

2.1 太陽光発電 

(1) 発電コスト 
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 太陽光発電のコストは、2011年 12月 19日、「エネルギー・環境会議」が2010年30.1～45.8円／kWh、

2030年12.1～26.4円／kWh程度と発表した。今後の導入拡大により約20年後にはコストが低下すると

しているが、石炭火力発電に比べれば約2.5倍程度となっている。 

（参考：石炭火力発電は2010年 9.5円／kWh、2030年10.3円／kWh程度） 

(2) 利用率 

 太陽光を利用しており、夜間帯はもちろん昼間帯でも曇天での発電量は大幅に低下する。このように 

再生可能エネルギーは、自然条件により設置した設備の大きさ（設備量）に対して発生できる電力量が

異なるので、これを「（設備）利用率」と定義している。（設備）利用率は一般的に下式で表される。 

 （設備）利用率＝｛年間の発生電力量(kWh)／（設備の最大出力(kW)×365日×24時間）}×100[%]  

「エネルギー・環境会議」では、太陽光発電の利用率を約12％としている。 

なお、小規模な太陽光パネル（太陽光電池）は、年間約0.5%程度劣化することが確認されており、実

用的には利用率9％程度とすることが適当と思われるが、この検討においては上記の利用率12%として検

討を進める。 

(3) 特徴 

 太陽光発電パネルは、発電するエネルギー密度が低いため膨大な設置面積が必要になる。発電出力

2,000kWの太陽光発電パネルは、保守スペースを含め約47,000㎡の敷地に設置している実績がある。 

 原子力発電所１基（100万 kW）分の出力（1.2 「電力と電力量」で示した電力に相当）を得るには太

陽光発電パネルでは約24k㎡の設置面積が必要である。また、独立行政法人「新エネルギー・産業技術

総合開発機構」（NEDO）が示す太陽光発電 5,300 万 kW の目標（太陽光発電ロードマップ PV2030+）を達

成するためには約1,272k㎡の面積が必要（電力に相当）と試算され、東京都23区（面積は約621k㎡）

の約２倍の面積が必要となる。 

一方、原子力発電所１基（100万 kW）の発電電力量(kWh)（1.2 「電力と電力量」で示した電力量に相

当）を賄うためには、原子力発電の利用率 70%（「エネルギー・環境会議」発表）、太陽光発電の利用率

を12%とすると、太陽光発電では約583万 kW分の太陽光発電パネルが必要となり、この583万 kW相当

の太陽光発電パネルの設置面積は約137k㎡となる。これは、東京都の山手線内側面積の約2倍（山手線

内側面積は約65k㎡）が必要となる計算になる。 

 

2.2 風力発電 

(1) 発電コスト 

 風力発電のコストは、陸上設置の場合で2010年 9.9～17.3円／kWh、2030年8.8～17.3円／kWh程度

であり、導入拡大しても大きなコスト低下を望めないと「エネルギー・環境会議のコスト等検証委員会

（2011.12.19）」は発表している。なお、海上設置の場合、風力は安定するがコストはさらに割高になる。 

(2) 利用率 

 風力を利用しており、無風時および荒天時には発電できないため、その発電量は大きく変動すること

になり、その利用率は約 20%程度とされている。太陽光発電より利用率は向上するが出力は一層不安定

になる。 

(3) 特徴 

 風力発電は、大型のプロペラを回転させることから、予期せぬ低周波騒音やバードストライク、シャ

ドウフリッカ、落雷や強風によるプロペラ破損なども経験しており、特に海岸や海上に設置する場合は

津波などの対策が必要なことが知られている。なお、風況調査結果による内陸部での設置場所は、一般
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的に山や高原などに設置される場合が多いことから、大型設備輸送に伴う大規模な山林伐採や、撤去時

は大型コンクリート基礎の残存など環境面への配慮が必要であることはあまり知られていない。 

 また、風力発電においても膨大な設置面積が必要となり、原子力発電所１基（100万 kW）分の出力（電

力に相当）を得るには風力発電では約70k㎡が必要となり、ほぼ山手線内側の設置面積が必要になる。 

一方、原子力発電所１基（100万 kW）の発電電力量(kWh)（電力量に相当）を賄うためには、原子力発

電の利用率70%、風力発電の利用率20%とすると、約350万 kW分の風力発電が必要となり、この設置面

積は約250k㎡となる。これは、東京都の山手線内側面積の約4倍（山手線内側面積は約65k㎡）が必要

となる計算になる。 

近年、洋上風力発電がにわかに注目され始めてきたが、陸上までの距離に対応する電力送電や設置（浮

体・着床など）方式による個別費用は十分考慮し検討しなければならない。 

また、NEDO 調査によると 2011 年度風力発電施設は、国内706 基において 195 件（落雷・暴風などの

外的要因は50%超、製造不良・整備不良などは15%）のトラブルが発生したと報告されている。 

 

2.3 地熱発電 

 地熱発電のポテンシャルは世界第３位ではあるが、建設候補地の大部分が国立公園などの規制地域で

ある。地熱源探査から発電所運転開始までリードタイムが現状約 15 年～20 年と言われ非常に長く開発

費用も大きい。さらに汲み上げによる熱源の減少・枯渇や、一定期間ごとに新しい坑井（こうせい）の

掘削が必要となる場合も多い。また、近傍地域の温泉枯渇の懸念、有毒ガスなどの対策が必要である。

なお、国立公園などの規制地域は今後規制緩和されるものと期待される。 

 

2.4 水力発電 

 大規模な水力発電は既に開発済みであり、新規開発箇所は小規模の水力発電に限られる。 

また、水量を確保するため適正頻度で水底の土砂をさらうこと（浚渫：しゅんせつ）も必要な他、新

設には水利権取得手続きに時間を要する、ダム建設による周辺地域の環境影響、放流による下流への土

砂被害などの課題もある。なお、水利権取得を含む建設申請は今後規制緩和されるものと期待される。 

 

2.5 海洋発電 

 海流・潮流・波力などを利用する海洋発電は、潮の干満差、漁業権、良好な立地条件など建設箇所の

問題と、海水による塩害対策、機器耐用年数など短期間での保全対策の問題などが残されており、国内

ではまだ開発途上の技術とされている。 

 

３．再生可能エネルギーの電力系統接続（系統連系）への課題と対策 

 電力会社の主たるサービスは、電力の供給であるが、一定電圧・一定周波数の維持や予備力の確保な

どのアンシラリーサービスがなければ電力を安定的に送ることはできない。電力系統の電圧や周波数の

維持に最も有効な装置は同期発電機であり、無効電力の供給なども同時にできるので需要の立ち上がる

時間帯などの運用に大きく貢献している。 

一方、再生可能エネルギーを利用して発電された出力変動の大きい電力を、電力会社の電力系統に接

続すると、配電系統電圧の上昇、発電量が大きくなった時の逆潮流、出力変動に伴う電力系統側の周波

数の変動などの課題がある。これらの課題は配電系統に関する課題と需給バランスに関する課題に大別

され、その対策は一部を除き十分対応可能な技術を保有しているが、それに要する費用の分担（誰が費
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用を負担するのか）が最も大きな課題である。 

なお、再生可能エネルギーにより発電した電気は、太陽光発電の場合は直流、風力発電の場合は交流

であり、いずれも電力系統の周波数に合わせるためインバータにより周波数変換を行うが、電力系統に

おける同期発電機のような有効電力・無効電力調整や変動抑制（回転による変動吸収）機能がないこと

に十分留意する必要がある。これは電気を専門とする技術者以外の方には理解が難しいので検討対象に

なることは少ない。ここでは、再生可能エネルギーが電力安定供給に与える影響などについて説明する。 

 

3.1 配電系統の電圧上昇 

 太陽光発電（メガ・ソーラーなど比較的規模の大きい発電設備を除く）などいわゆる分散型電源の大

半は、電力会社の高圧または低圧の配電系統に連系される。分散型電源が少ない状態では、配電用変電

所から需要家（負荷）に向かって一方向に電気が流れている。 

この時、配電系統の電圧は距離と共に徐々に低下する。配電電圧は 101±6[V]に保つように電気事業

法施行規則で定められており各種の電気製品や計測機器はこの規則に基づいて製造されているため、電

力会社は、需要家の受電電圧がこの範囲になるように配電用変電所の送り出しの電圧を調整している。

分散型電源の導入が進むと電気の流れ（潮流）が逆になる区間があり、そうなると配電系統の末端（配

電用変電所から遠い区間）の電圧が上昇し適正範囲を超える可能性がある。 

この電圧上昇は、大量の太陽光発電などが集中して連系した場合に起きることが予想される。なお、

配電系統に連系するためのPCS（Power Conditioning System：直流交流変換装置）には電圧が適正範囲

を超えると出力を抑制する機能を備えており小規模では電圧が上昇しすぎることはないが、この機能が

動作すると発電もできなくなる。したがって配電系統に分散型電源が集中した場合は、電力会社で配電

線の追加増設、電圧調整機能付きの変圧器や電圧調整装置などを設置することになる。 

これら設備対策のコスト抑制や、電力のスマートな利用による省エネ・節電のため配電系統の開閉器

などにセンサーを内蔵し、得られた電圧などの各種情報を用いて、配電系統全体として協調して制御す

るいわゆるスマートグリッドが検討されている。 

 

3.2 逆潮流 

 配電系統の電圧上昇と同様に、大量の分散型電源が配電系統に連系され、配電用変電所から送る電力

よりも大きくなると（送る電力は需要量と同じであるため十分小さい場合もある）配電用変電所の変圧

器を越えて、さらに上位の系統に電力が流れる場合（バンク逆潮流）もある。需給バランスから配電系

統の途中まで逆潮流になる場合もある。また、配電系統に支障がでた時は、配電用変電所の送り出しの

スイッチを開放して電力の供給を停めるが、分散型電源からは依然として電力が供給されるので、作業

員が感電する危険などの問題がある。 

 

3.3 周波数変動 

 分散型電源は大きく急峻な出力変動が伴う。たとえば太陽光発電ではその日射量実測値からも知られ

ている。電力系統への需給バランスへの影響を推計するには１か所の太陽光発電の出力変動だけでは分

からず対象としている系統全体での変動をみる必要がある。系統全体では個々の大きく急峻な出力変動

が相当平滑化される。 

 電力系統では、その系統内の需要と供給がバランスしていないと周波数を維持することができないた

め、供給側の一部に分散型電源があるとその分だけ他の電源が出力を補う必要がある。具体的には太陽
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光発電の出力が大きい時には火力発電の発電出力を絞り、太陽光発電の出力が小さい時には火力の出力

を増やして対応している。特に比較的短い周期で生じる不規則な変動に対しては、火力発電所などの負

荷周波数制御機能（LFC：Load Frequency Control：需要変動に応じて発電出力を自動追従させて周波数

や連系線潮流が一定になるように調整する機能）で対応するが、その調整力が不足すると周波数が維持

できなくなる。この系統内の調整能力を超えた場合は、系統内にある可変速揚水発電（揚水式発電所の

動力を調整する方法）の活用や需要を抑制するが、周波数調整する系統規模が大きくなった場合は電力

会社間で周波数調整力を融通する広域運用で対応する場合もある。また蓄電池システムなどによる制御

も検討されている。 

 

3.4 系統連系対策コスト 

 分散型電源の系統連系の課題を解決する方法として、ICT（Information and Communication 

Technology）を活用して電力系統の細かな地点の情報を収集し、蓄電池などの電力貯蔵技術を組み合わ

せてスマートに電力制御しようとする、いわゆるスマートグリッドが検討されている。 

 これらの対策に必要なコストについて、「総合資源エネルギー調査会基本問題委員会（2012.4.26）」は、

原子力発電25%と再生可能エネルギー25%の場合の系統対策コストを6.8兆円、原子力0%と再生可能エネ

ルギー35%の場合は21.1兆円、また余剰電力対策をすべて蓄電池システムで対応した場合は88.3～110.6

兆円と試算している。 

 なお、スマートグリッドを簡単に説明すれば、需要・供給側一体となってエネルギー利用の効率化・

最適化を図るためのプラットフォームと言えよう。スマートグリッド実証プロジェクトは国内各地域に

おいて既に行われている。また、電力系統を円滑に運用するための、大型蓄電池の開発、分散配置され

た蓄電池を仮想的に一つの巨大蓄電池として制御する蓄電池 SCADA(Supervisory Control And Data 

Acquisition ：監視制御とデータ収集 ：スキャダと呼ぶ)の開発などが進められている。 

 

４．電力エネルギー・ミックスの検討 

 発電方法の組合せ（ミックス）の検討は、2010 年 6 月｢エネルギー基本計画｣に示されている 2007 年

夏期の実績値を現状と仮定した。2007年夏期は全発生電力量（10,239億 kWh）の26% (約 30%)が原子力

発電であり、火力発電は約65%（石油13%、LNG28%、石炭25%）、再生可能エネルギーは約9%であり、水

力以外の再生可能エネルギーは極く僅かで電力系統に与える影響は無視できた。 

 また、2030年時点は、「エネルギー基本計画」供給側の絵姿②（電源構成）に基づき検討した。 

 ここでは、発電方法別エネルギーの組合せ比率によるケース設定について説明する。 

 

4.1 検討方法（各ケースの設定） 

電力エネルギー・ミックスの検討は、原子力発電による発電量の割合で各ケースを想定し、2030年時

点の需要は、省エネ・節電などにより現状（2007年 10,239億kWh）より約40億kWhを減少させた10,200

億 kWhとしベスト・ミックスを検討した。（図－２参照） 

なお、各ケースは、「エネルギー計画」の発電電力量（需要量）の比率を示している。 

 

【ケース０】原子力 約26%（2007年時点の既存原子力稼働時） 

    発電電力量10,239億kWh／年(全原子力54基稼働で総出力4,947万kW、2,638億kWh／年) 

【ケース１】原子力 約53%（震災前の「エネルギー基本計画」による原子力増設時） 
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    発電電力量 10,200 億 kWh／年：低炭素社会を実現するため、化石燃料による発電を減少させ、

原子力・再生可能エネルギーを増加させるケース 

【ケース２】原子力 約15%（40年経過した原子炉を廃炉にし、増設がない場合） 

    発電電力量10,200億kWh／年：2030年までに40年を経過する原子力（36基、総出力2,961.5

万 kW）を廃炉、代替に再生可能エネルギーを大幅に増やし、火力は微減とするケース 

【ケース３】原子力 約 0%（原子力発電をゼロと仮定した場合） 

    発電電力量10,200億kWh／年：原子力ゼロの代替に再生可能エネルギーを大幅に増やし、火力

は微増とするケース（再生可能エネルギーで総発電電力量の35%を賄うのは現実的でない） 

【ケース４】原子力 約20,25,35%（【ケース１】と【ケース２】の中間を仮定した場合）：後述 

    発電電力量10,200億kWh／年：この間にベストミックスがあると想定したケース 

 

ケース３の2030年における再生可能エネルギーが発電電力量の35%を占めることは、太陽光発電と風

力発電で賄う場合は、毎年約570万 kWの導入が必要との試算もある。これは高度成長期の大規模電源開

発と言われた開発量（約600万kW／年程度）に匹敵するもので現実的にはほぼ不可能な開発量である。 

 

 

 

4.2 １日の発電電力による評価 

 １日の発電電力の推移を評価するため、最も極端なケース３（原子力ゼロと仮定）と、電源ミックス

のベスト（仮想）と想定されるケース４（ケース１とケース２の中間）について検討した。 

 ケース３原子力ゼロの場合は、全体の需要量に対して再生可能エネルギーの占める割合が大きくなり、

風力発電を例にすると出力変動が大きく周期が短いので、火力発電による出力調整の範囲を越えたり、

調整回数が頻繁となるため、全体需要量に応じた変動調整が困難になる。（図－３参照）また再生可能エ

ネルギーの系統連系時の課題（電圧上昇、逆潮流、周波数変動など）の対策（系統対策、蓄電池システ

ム増強など）を行うためにコストが大幅に増加する。 

 ケース４仮想電力ベスト・ミックスの場合は、それぞれの電源が一定発電量の範囲内で分担しており、

各電源の出力変動が全体に及ぼす影響が少ないので、火力発電による出力調整により全体需要量に応じ

た変動調整が可能であり、大きな支障はないと評価できる。（図－４参照） 

 

 

原子力 
15% 

その他 

風力 

水力 

太陽光 

LNG 
25% 

 
石炭 
20% 

その他 

風力 

水力 

太陽光 

LNG 
33% 

石炭 
22% 

計 10,239 億 kWh/年 計 10,200 億 kWh/年 計 10,200 億 kWh/年 計 10,200 億 kWh/年 

2007 年実績=現状と仮定した 震災前政府エネルギー基本計画 
2030 年ケース 1 

 
2030 年ケース 2 

 
2030 年ケース 3 

石油 
10% 

再生可能エネ
ルギー等 35% 

石油 
13% 

LNG 
27% 

石炭 
25% 

原子力 
約 26% 

原子力 
53% 

LNG 
14% 

石油 
10% 

再生可能エネ
ルギー等 30% 

再生可能エネ
ルギー等 9% 

再生可能エネ
ルギー等 20% 

石炭 
11% 

石油 
2% 

図－２ 各ケースの設定 
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4.3 発電電力量・設備容量による評価 

2007年実績と震災前に策定されていた「エネ

ルギー基本計画」の2030年推計について、それ

ぞれの発電電力量と設備容量の関係を図－５に

表す。 

2007 年実績における全発電電力量のうち原

子力発電は 26%を占めていたが、それを発電す

る設備容量は全設備容量の 20%で済むことを意

味している。同様に震災前策定のエネルギー基

本計画においては、2030 年に全発電電力量の

53%を原子力発電で賄う計画であったが、これを

設備容量で表すと全体の21%の設備容量(増分約1,860万 kW)であることが解る。同様に再生可能エネル

ギーによって全発電電力量の 20%を賄う計画であったが、再生可能エネルギーの利用率が低いため、設

備容量では全設備容量の38%(12,000万 kW、増分約7,000万 kW)を必要とする。 

すなわち、原子力発電所の利用率は高く、再生可能エネルギーの利用率は極端に低いことによるもの

で、前述「1.2 電力(kW)と電力量(kWh)」の違い、「4.1 ケース３」再生可能エネルギーの比率が現実的

なものでないことが理解できる。 

 

５．各種指標の検討 

 電力エネルギー・ベストミックスの判断に重要な指標として、発電量コスト、CO2排出量、電気料金、

安全性、環境負荷などがあり、これをできるだけ数値化し比較しやすいように表記することが望ましい。 

ここでは、電力エネルギー・ベストミックスの判断基準とする各種指標について説明する。 

 

5.1 電源別発電コストの比較 

 「エネルギー・環境会議コスト等検証委員会（2011.12.19）」は、各種電源発電単価の試算結果を発

表した。（図－６参照） 

 
需要 
火力最低出力 

揚水動力 

0時 6時 12時 18時 24時 

水力発電(流込式) 

再生可能エネルギー:35% 

65％ 

風力発電他 

火力発電 

太陽光発電 雨天時 

揚水発電 

 

図３ ケース３における１日の発電電力の推移 

 
需要 
火力最低出力 

揚水動力 

0時 6時 12時 18時 24時 

原子力発電 20～35％ 

水力発電(流込式) 

火力発電 

再生可能エネルギー:15～25% 

40～55％ 

太陽光発電 雨天時 

風力発電他 

揚水発電 

 図４ ケース４における１日の発電電力の推移 

図－５ 発電電力量と設備容量の関係 
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原子力発電は過去に試算した5.9円／kWhから2030年では10.2円／kWhに上昇する。これは、原子力

発電コストに単機120万kWの建設費は約4,000億円、原子力の廃炉費、追加的安全対策費、運転維持費

など事故リスクコスト5.8兆円（事故対策費用を5.8～20兆円で想定したが、事故対策費用が１兆円増

加するごとに発電単価0.1円上昇する）として試算したことによる。事故対策費用を見込んだ原子力の

発電単価は石炭・LNG火力とほぼ同等になっている。 

再生可能エネルギーの地熱発電・風力（陸上）発電はほぼ横ばい、太陽光（メガソーラー）発電は大

幅に下降すると試算している。風力と太陽光は立地条件などから発電単価の幅が大きくなる。 

なお、再生可能エネルギーは、発電出力変動が非常に大きいため系統側での対策が必要になる。この

系統対策費用については、「総合資源エネルギー調査会基本問題委員会(2012.4.26)」の発表した系統対

策コスト、原子力25%・再生可能エネルギー25%の場合は6.8兆円、原子力0%・再生可能エネルギー35%

の場合は21.1兆円、を15年で対策実施すると想定し単年度平均値として算出した。この場合の余剰電

力対策は出力抑制による調整費用で算出し蓄電池によらないことにして算出してある。もし余剰電力対

策をすべて蓄電池で行う場合、上記委員会はそのコストを88.3～110.6兆円と発表しており、同様に15

年間の平均値として算出した。電力１０社合計電気料金収入（2011年度 約 14兆 4,700億円）と比較する

と理解しやすい。 

また、2007年現在の電力エネルギーミックス（全発電電力量10兆 2,638 億 kWhを原子力26%、石炭 25%、

LNG28%、石油 13%、再生可能エネルギー9%の構成）の総発電コストは 15 兆 474 億円であった。これを仮に

原子力を 0%とし石炭（＋5%）、LNG(＋18%)、石油（＋3%）で賄うとすれば総発電コストは 16 兆 954 億円とな

り、1兆480億円（9.5％）程度高くなった。なお、これは燃料費上昇分を考慮していない。 

 

5.2 CO2排出量 

  CO2排出量は、現状より減らすことを基本に「2005 年エネルギー白書（資源エネルギー庁）」により

kWh当たりのCO2排出量をもとに計算する。同白書では、原子力、太陽光、風力は発電過程で CO2を排出

せず、化石エネルギーによる CO2排出量は石炭、石油、LNGの順に小さくなるとしている。 

また、各発電方式別 CO2排出量を建設、採掘、輸送、精製、運転、保守などのために消費される

すべてのエネルギーを対象とした CO2排出量（LCA 評価）として電力中央研究所の試算結果を採用

している。（図―７参照） 

 この試算結果に基づき、ケース０ 原子力 約30%（26%）における CO2排出量を100%とし比例案分す

ると、各ケースでの排出量は、 
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最低 8.9 

10.2 

5.7 

9.5 
10.3 

6.2 

10.7 
10.9 16.5 

36.0 
38.9 

9.2 

11.6 11.6 

9.2 

17.3 17.3 

9.9 
8.8 

45.8 

26.4 

12.1 

30.1 

上昇 低下 

２
０
０
４
年
過
去
の
試
算 

２
０
１
０
年 

２
０
３
０
年 

今回の 
試算 

２
０
１
０
年 

２
０
３
０
年 

5.9 
円
／ 

時 

kW 

単位：円/kWh

 

図－６ 電源別発電コスト 
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【ケース１】原子力 約53%では41.3%、 

【ケース２】原子力 約15%では82.1%、 

【ケース３】原子力 約  0%では94.6%、 

【ケース４】原子力 約 20,25,35%では 82.1～

75.4% 

であり、原子力発電の占める割合により CO2排

出量は大きく左右される。 

 また、2007年現在の電力エネルギーミックス

（全発電電力量10兆2,638億kWhを原子力26%、

石炭25%、LNG28%、石油13%、再生可能エネルギ

ー9%の構成）で賄うとすれば CO2 総排出量は  

5 億 2,566 万ﾄﾝであった。これを仮に原子力 0% 

とし、火力発電で賄うとすれば CO2 総排出量は 7 億 572 万ﾄﾝとなり 34%上昇することになった。 

 なお、環境省「2011 年度温室効果ガス排出量」 (2013.4.12 公表)は、原子力発電の稼働停止を火力

発電で代替したことなどから総排出量は前年度比4%増の13億800万ﾄﾝで、京都議定書基準年(1990年)

比3.7%増、森林吸収量や京都メカニズムを反映すると2008～2011年度の4カ年平均で同9.2%減となっ

ている。総排出量のうちエネルギー起源CO2は、前年度比4.4%増の11億7,300万ﾄﾝになっている。 

 

5.3 電気料金 

経済産業省は 2012 年 9月 4 日に原子力発電が 26%、15%、0%における総電気料金と家庭用電気料金の

それぞれを発表した。（表－１参照） 

このデータをもとに、ケース４ の原子力依存度20%、25%、35%、53%（それぞれケース4.1、4.2、4.3、

4.4 と表記）を想定した。その結果、現状約 9,900 円／月の家庭用電気料金は、原子力発電比率により

6,000～14,500円／月程度になるものと想定される。（図―８参照） 

 

表－１ 原子力発電依存度別電気料金の想定 

 総電気料金（年間） 家庭の電気料金（月間） 

2010年（原子力26%）の場合 15兆円（実績） 9,900円（実績） 

2030年（原子力15%）の場合 23兆円～32兆円 13,900円～18,300円 

2030年（原子力0%）の場合 28.2兆円～38.1兆円 14,130円～20,714円 

【ケース4.1】2030年（原子力20%） 18.6兆円～25.4兆円 10,500円～14,500円 

【ケース4.2】2030年（原子力25%） 15兆円（上記実績と同等） 9,900円（上記実績と同等） 

【ケース4.3】2030年（原子力35%） 10.1兆円～13.9兆円 6,900円～9,500円 

【ケース4.4】2030年（原子力53%） 8.5兆円～11.5兆円 6,000円～8,200円 

 

図－７ 発電方式による二酸化炭素排出量 

（電力中央研究所の試算結果） 
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5.4 安全性 

電力エネルギー・ベストミックスの検討にあたっては、発電方法に関する安全性の確認が重要な指標

になる。しかしながら、『安全』に関する社会的評価と科学的根拠には難しさがある。 

日本工学アカデミー原発事故・エネルギー問題検討会は、安全にはある程度のリスクが残されており、

そのリスクが許容される水準の時「安全」と言い、(安心)＝（安全）×（信頼）と表記でき、科学（安

全）と価値観（安心）は分けるべきと主張している。 

電力エネルギー構想会議は、技術的知見を安全性や経済性などの条件を満たして、社会が有効に適用

できる技術や仕組みを提案することが使命と考え、リスクを受容できるレベルで安全性を評価すること

にした。 

一方、原子力規制委員会は、2013年 4月10日「新規制基準骨子」を公表した。 

「新規制基準骨子」は、電力会社に対し重大事故対策の大幅拡充を求めるとともに、地震や津波、噴

火などの自然災害対策を厳格化した。原子力発電所の運転期間を原則40年（条件付きで1回に限り最長

20年間の延長を認める）とする制度、完成済みの原子力発電所は常に新しい安全技術を反映し続けるバ

ックフィット制度も導入された。 

これまで具体的な基準がなかった津波に関し、新たに最大規模の「基準津波」を原子力発電所毎に計

算し防潮堤の設計に反映させる。地震対策では活断層の調査年代を 12 万～13 万年前以降としていたが

分かりにくい場合は40万年前以降まで遡るよう求めている。原子力発電所から半径160km圏内で過去1

万年以内に活動歴がある火山の再噴火の可能性も調査させる。 

重大事故対策では、フィルター付きベント（排気）設備の設置、難燃性ケーブルの適用、第2制御室

を備えた特定安全施設の設置など、31項目を新たに要求する機能とした。（別紙 参照） 

このほか、重大事故を「発電用原子炉の炉心の著しい損傷が発生した事故」「燃料貯蔵設備に貯蔵する

燃料体に著しい損傷が発生した事故」と定義した。 

安全目標は、大量の放射性物質（セシウム137の放出量が100テラベクレルを越える）を含む重大事

故の発生頻度を「1基あたり100万年に1回以下」とした。100テラベクレルは、福島原子力発電所事故

での放出量の100分の１程度になる。なお、原子力規制委員会は“リスクが残されることは関係者が共

通して持つべき意識”と強調している。 

 

図－８ 原子力依存度別電気料金 

 

Syuusei  
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電力エネルギー構想会議は、これまでに検討報告した「重要施設（原子力発電所等）の電源確保に関

する検討報告」（2012.12.27 技術士会ホームページにて公表）に基づく所内電源確保策の実行と、この

「新規制基準」の実行により、今後の原子力発電所におけるリスクは受容できる範囲にあると評価する。 

 

5.5 環境負荷 

 環境負荷とは、「環境基本法」第二条“人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全

上の支障の原因となるおそれのあるものをいう”。電力エネルギーに関係する環境負荷は、温室効果ガス

（エネルギー起源 CO2）、窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物(SOx)、ばいじん（排ガスに含まれる粒子状物

質）、放射線（放射性物質）、原子力バックエンド問題などが対象になる。 

(1)温室効果ガス（エネルギー起源CO2） 

「当面の地球温暖化対策に関する方針」（H25.3.15地球温暖化対策推進本部）は、2013年度以降の基

本的方針にて、京都議定書第一拘束期間(2008～2012年度)における温室効果ガス6%削減目標は達成可能

な見通し（環境省は「2011 年度温室効果ガス排出量」 (2013.4.12 公表)において 2008～2011 年度の 4

カ年平均で同9.2%減を確定値として公表）を示している。また、地球温暖化対策計画にて“得られた知

見を活用し経済活性化を目指す。特に再生可能エネルギー、省エネを加速させる。エネルギー起源 CO2

の対策は「低炭素社会実行計画」に基づき進める。代替フロンはライフサイクル全体にわたる排出抑制

対策を進める。二国間オフセット・クレジット制度を構築・実施していく”と方針を明確にしている。

(2)窒素酸化物（NOx）・硫黄酸化物(SOx)・ばいじん 

 日本の火力発電所の大気汚染防止技術は、現状において世界トップレベルの環境技術を保有している。 

 窒素酸化物（NOx）は、燃焼技術の向上と排煙脱硝装置によりLNG火力発電所の煙突出口のNOx濃度は

数ppmであり、石炭火力でも80%以上の脱硝効果があり数10ppmである。硫黄酸化物(SOx)は、硫黄分の

少ない燃料の選択、高効率コンバインドサイクル発電、排煙脱硫装置により脱硫効果が90%以上である。

ばいじんは、乾式電気集塵機と排煙脱硫装置の組み合わせによりボイラで発生するばいじんの 99.9%を

除去している。 

 地球環境保全・地球温暖化防止の今後の展開は、火力発電所高効率化の一層の推進、世界トップレベ

ルの環境技術を諸外国にも適用するなど世界全体の環境改善に寄与することが役割であると考える。 

(3)放射線（放射性物質）・原子力バックエンド問題 

 放射線（放射性物質）問題は、環境影響度合いが非常に大きく抜本的な拡散防止対策が不可欠である。

既に放射性物質が拡散されてしまった現実を踏まえ、これ以上拡散させない対策が必要である。 

 原子力規制委員会は、「新規制基準骨子」において、津波・地震などの自然災害における5項目の追加

防止機能、設計基準により設計で担保する 6 項目の追加機能に加え、新たに原子炉停止機能（ほう酸水

注入設備）、最終ヒートシンク確保機能、過圧破損防止機能（フィルタ・ベント設備）、水素爆発防止機

能、モニター機能、放射性物質の拡散抑制機能など20機能を新しく要求している。（別紙 参照） 

 電力エネルギー構想会議は、新規制基準が要求する安全新機能の実行により確実にリスク低減が可能

と判断されるが、安全性の要求水準と等価性（別の手段による同レベルの防護策など）の見極めも必要

と考えている。なお、自然災害や確率論的リスク評価には不確実性があるが、こと放射性物質の放出防

止対策は、費用便益分析に関わらず決定論的に強化すべきであることを提言する。 

 バックエンド（原子力のバックエンドとは、原子力発電に係わる事業のうち、燃料製造・発電所建設・

運転などの発電以前の事業（フロントエンド事業）を除く、原子炉の廃炉や放射性廃棄物の処理、核燃

料サイクル、廃炉などに関わる事業の総体を指す）問題は、エネルギー計画や原子力発電の稼働に関わ
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らず解決しなければならない重要な課題である。この原子力技術水準を継続保有していくため、産・官・

学の連携と時間軸を明確にした技術継承・技術開発、人材育成などに積極的に取り組まなければならな

い。これらの人材は、世界の原子力発電所の新設計画においても、今回の福島第一原子力発電所での事

故の反省を踏まえ、より一層の安全性を高めた原子力発電所の設計・建設・運用等に協力していく役割

も担っている。 

 

６．各種指標に基づく電力エネルギー・ベストミックスの検討 

 前項で電力エネルギー・ミックスを検討するための指標として、できるだけ定量化・数値化した指標

とする発電量コスト、CO2排出量、電気料金、安全性、環境負荷の検討を行った。 

しかし、安全性の定量化は難しい、一方、原子力規制委員会「新規制基準骨子」は、安全目標を明示

のうえ体系的に多段・多様な個別対策を要求し、具体的には、「重大事故」を発電用原子炉の炉心の著し

い損傷、燃料貯蔵設備に貯蔵する燃料体の著しい損傷と定義、事故は設計基準事故と設計基準を越える

事故（B-DBA：Beyond Design Basis Accidents）に分類、設備は設計基準事故対処設備と重大事故対処

設備に分類し、それぞれに応じた対策を要求している。 

さらに、手順書の整備、組織力と人材力の訓練などソフトウェアも要求していることから、電力エネ

ルギー構想会議はこれら対策の実行により安全性は確保できるものと判断した。 

ただし、「新規制基準骨子」の評価は専門技術者に委ねるが、深層防護の考え方や活断層の評価などは

関係者の合意形成が必要と考えている。 

また環境負荷については、世界最高レベルの大気汚染防止技術をもって既に最小限化しており、今後

は環境技術の適用拡大により環境改善が可能と評価した。 

これらのことから今回の検討では、発電コスト、CO2排出量、電気料金の３指標により電力エネルギー・

ベストミックスを評価することにした。 

 ここでは、電力エネルギー・ミックスのケースに対応した指標を説明する。 

 

6.1 各種指標の比較 

 発電コスト、CO2排出量、電気料金の３つの指標を、現状（【ケース０】）を 100%とした各ケースの割

合を整理した。（表－２参照） 

 

表－２ 各ケースの発電コスト、CO2排出量、電気料金の比較表 

ケース 

 

項目 

現状 

原子力 26 

基本計画 

原子力 53 

40年廃炉 

原子力 15 
原子力 0 原子力 20 原子力 25 原子力 35 

ケース 0 ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4.1 ケース 4.2 ケース 4.3 

発電コスト 100.0% 96.4% 129.5% 142.0% 119.9% 112.3% 95.9% 

CO2 100.0% 41.3% 82.1% 94.6% 82.1% 82.2% 75.4% 

総電気料金 100.0% 57～77% 153～213% 188～254% 124～169% 100%+α 67～93% 

家庭電気料金 100.0% 61～83% 140～185% 143～209% 106～146% 100%+α 70～83% 

 

当然のことながら、原子力の比率を大きくするにしたがい発電コスト、CO2排出量、電気料金いずれも

小さくなる。したがって電力エネルギー・ベストミックスは、安全性を確保したうえで各指標の重要性
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に応じた重み付けと受容できる限界数値目標から決定される。 

ケース1は、エネルギー基本計画そのもので各指標とも最高値であるが、福島第一原子力発電所の事

故から、発電量の53%を賄うことは社会的に受容されにくい現状にある。 

ケース2は、発電コストが約3割上昇、電気料金は約1.5～2倍強となるが社会的に受容できるか。 

また、CO2排出量が2007年度に比し10%台の削減で国際社会において容認されるか。 

ケース3は、原子力を活用せず 、再生可能エネルギーで発電量の35%を賄うことは、これまでの検討

のとおり発電設備を確保することが現実的に難しい。 

したがって、原子力53%は社会的に受容されにくいこと、再生可能エネルギー35%は設備形成に限界が

あること、環境負荷（特に CO2排出量）を一定以下に抑制することなどを考慮すれば、十分な安全性を

確保した原子力を活用することがベスト・ミックスと考える。原子力の活用度合いと各指標の重み付け

により若干の変動はあるものの、発電コスト、CO2排出量、電気料金いずれにおいても現行以下が期待で

き、特にCO2排出量が現行の約25%削減を期待できることは注視したい。 

なお、原子力は、既に電力エネルギー構想会議が報告した所内電源確保策と、原子力規制委員会が公

表した「新規制基準骨子」に適合することが条件である。 

 

6.2 提案する電力エネルギー・ベストミックス 

 資源小国の日本の電力エネルギーは、S+3Eの同時達成を目指し、急激な環境変化にも対応できる多様

性を持ったエネルギー需給構造を構築する必要がある。 

すなわち発電方法はもとより、大規模集中型電源と小規模分散型電源の適正な組み合わせ、世界最高

水準の省エネ技術による電力消費量の節減、発電用燃料の安定調達、温室効果ガス排出量の削減など総

合的な評価が重要である。なお、原子力再稼働について国民が注視するなか、現段階において電力エネ

ルギー・ベストミックスの具体的な提案・報告は未だなされていない。 

電力エネルギー・ベストミックスの検討においては、自然災害などによる再生可能エネルギーの長期

不利用や、原子力発電の予期せぬ停止などの場合においても火力発電により電力の供給を継続する（い

わゆる計画停電などのないように）ことが重要である。 

そこで電力エネルギー構想会議は、『S+3E の同時達成を目指し、再生可能エネルギーの活用を一層拡

大するための火力の調整機能を活用したベストミックス』を提案する。社会の具体的活動を明確化する

ためには目標設定したビジョンを示すべきと考えるので、再生可能エネルギーの導入には限界がある

こと、原子力は社会的に容認される範囲内であること、環境負荷を可能な限り小さくすること特に

CO2排出量を低減できることなどから、具体的にはケース4.3と同等の原子力発電約35%、再生可能エ

ネルギーによる発電約15%、火力発電約50%で発電電力量を賄う設備を構築し、社会環境に対応して運転

割合を柔軟に運用することを提案する。 

これは当面目標にする発電電力量であり、再生可能エネルギーの低い利用率と原子力・火力の定期点

検などを考慮した適正予備率(予備力)8%を確保し、電気事業者間の電力融通も考慮し、電力を安定供給

するための発電量を示している。なお、特定地域における公共施設の非常用電源は、再生可能エネルギ

ーによる小規模分散型による地域電力供給が望ましい。 
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まとめ 

電力エネルギー・ベストミックスの検討にあたって、その判断・評価の過程において重要となる指標

を示した。エネルギー供給基盤が脆弱な日本は長期的かつ総合的な視点でエネルギーを確保するための

指標として取り扱われたい。 

従来のエネルギー政策の基本であった3Eの実現に加え、安全（S）を最優先とし3Eの同時達成を目指

すことが重要である。すなわち、原子力の安全・安心に加え、経済、エネルギー安全保障、環境など全

てが安全・安心へとつながる。そのため、世界最高レベルの省エネ技術と環境技術を海外への技術移転、

温室効果ガス排出量を削減する二国間オフセットクレジット制度の構築と CO2回収・貯留技術の開発、

ヒートポンプの適用拡大など進める一方、新型原子炉の開発など革新的技術開発をすすめる必要がある。 

社会が要求する原子力の安全性については、新規制基準の実行により確保されるものと判断されるが、

ここでは再度３・１１東日本大震災クラスに襲われても安全な原子力発電所を再構築し、多様性を持っ

たエネルギー需給構造を確立することを期待したい。 

なお、国際社会が目標とする“2050年、世界の温室効果ガス排出量半減”を達成することを、忘れて

はならない。 

以上 

参考文献 

・「エネルギー基本計画（平成 22年 6月）」 

・総合資源エネルギー調査会資料「2030年のエネルギー需給の姿」 

・「コスト等検証委員会報告書(平成 23年 12 月 19日エネルギー・環境会議コスト等検証委員会)」 

・「エネルギー・環境戦略策定に当たっての検討事項について（平成 24年 9月経済産業大臣）」 

・「当面の地球温暖化対策に関する方針」（平成 25年 3月 15日 地球温暖化対策推進本部決定） 

・「新規制基準（設計基準）骨子」（平成 25年 4月 3日） 

・「新規制基準（重大事故対策）骨子」（平成 25年 4月 3日） 

 



 
 

 

          （別紙 新規制基準において新たに要求する機能           （原子力規制委員会  会議資料より） 

新たに要求する機能 対策の例示（これと同等以上） 

耐震・対津波機能 

（強化される主な事項のみ記載） 

基準津波により安全性が損なわれないこと 基準津波の策定、防潮堤や防潮扉の設置 

津波防護施設等は高い耐震性を有すること 防潮堤や敷地内の津波監視施設の耐震性確保 

（活断層評価にあたり必要な場合４０万年前まで遡ること） 必要な場合には断層の活動性を詳細に調査 

（基準地震動策定のため地下構造を三次元的に把握すること） 起震車等を用いた地下構造調査 

（安全上重要な建物等は活断層の露頭がない地盤に設置） （安全上重要な建物等は活断層の露頭がない地盤に設置） 

重大事故を起こさないために

設計で担保すべき機能（設計

基準） 

（強化される主な事項のみ記載） 

火山、竜巻、外部火災等により安全性が損なわれないこと 火山、竜巻、外部火災等による影響の評価、 

内部溢水により安全性が損なわれないこと 内部溢水による影響の評価 

内部火災により安全性が損なわれないこと 火災発生防止、検知・消火、影響軽減に必要な改造 

安全上重要な機能の信頼性確保 安全上重要な配管等の多重化 

電気系統の信頼性確保 外部電源２回線の独立、開閉所や非常用ＤＧ燃料タンクの耐震性確保等 

最終ヒートシンクへ熱を輸送する系統の物理的防護 防護海水ポンプの物理的防護等 

重大事故等に対処するために

必要な機能 

（全て新規要求） 

原子炉停止機能 ほう酸水注入設備 

原子炉冷却材高圧時の冷却機能 ＲＣＩＣ等起動に必要な弁操作のためのバッテリー配備等 

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧機能 減圧用の弁操作のためのバッテリー配備等、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

原子炉冷却材低圧時の冷却機能 恒設注水設備設置、可搬式注水設備配備、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

事故時の重大事故防止対策における最終ヒートシンク確保機能 車載代替最終ヒートシンクの配備 

格納容器内雰囲気の冷却・減圧・放射性物質低減機能 格納容器スプレイ代替注水設備の配備、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

格納容器の過圧破損防止機能 格納容器フィルタ・ベント設備の設置（ＢＷＲ）、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却機能 格納容器下部注水設備の設置、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

格納容器内の水素爆発防止機能 水素濃度制御設備の設置（ＰＷＲ）、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

原子炉建屋等の水素爆発防止機能 水素濃度制御又は排出設備、水素濃度監視設備の設置 

使用済燃料貯蔵プールの冷却、遮へい、未臨界確保機能 可搬式代替注水設備、可搬式スプレイ設備の設置 

水供給機能 水源及び移送ルート、移送資機材確保 

電気供給機能 所内恒設直流電源設備（３系統目）を設置 

制御室機能 炉心損傷時の被ばく評価と必要な資機材、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 

緊急時対策所機能 地震・津波の影響を受けない緊急時対策所の確保、被ばく評価、資機材確保等 

計装機能 プラント状態の把握能力を超えた場合のプラント状態の推定手段の整備等 

モニタリング機能 可搬式代替モニタリング設備の配備 

通信連絡機能 代替電源から給電可能な通信連絡設備配備 

敷地外への放射性物質の拡散抑制機能 可搬式放水設備配備 

大規模自然災害や意図的な航空機衝突等のテロリズムによりプラ

ントが大規模に損傷した状況で注水等を行う機能 

地震・津波や意図的な航空機衝突の影響を受けにくい場所に可搬式注水設備、電源、放水設

備等を分散配置、接続口を複数用意、特定安全施設（仮称）（恒設）を設置 
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